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答  申  

 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以

下「法」という。）２５条２項に基づく各保護変更決定処分の取消し

を求める各審査請求について、審査庁から諮問があったので、次のと

おり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件各審査請求は、いずれも棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件各審査請求の趣旨は、〇〇福祉事務所長（以下「処分庁」

という。）が、請求人に対して行った各保護変更決定処分（令

和２年８月３日付（以下「本件処分１」という。）、同年９月

７日付（以下「本件処分２」という。）、同年１０月２１日付

（以下「本件処分３」という。）及び同年１１月２日付（以下

「本件処分４」といい、本件処分１ないし本件処分３と併せて

「本件各処分」という。）について、それぞれの取消しを求め

るものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下のことから、処分庁が本件各処分にお

いて交通費を含めて収入認定したことについて、違法又は不当

であると主張している。  

なぜ就労する時に交通費のこととかを事前に説明をしないのか。

交通費のことがわかり数ヶ月まえにも何回かバスでいたことつ
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たえるがみとめられず、じぜんに、そうゆう説明がなされてい

ないためだとおもう。  

 

第４  審理員意見書の結論  

本件各審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項

の規定を適用して、いずれも棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

   審査会は、本件諮問について、以下のとおり審議した。  

年  月  日  審議経過  

令和３年１１月２９日  諮問  

令和４年１月１８日  審議（第６３回第３部会）  

令和４年２月４日  審議（第６４回第３部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴  保護の補足性・基準  

法４条１項は、保護は、生活に困窮する者が、その利用し得

る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維

持のために活用することを要件として行われるとしている。  

また、法８条１項は、保護は厚生労働大臣の定める基準（保

護基準）により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、

その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程

度において行うものとしている。  

したがって、就労に伴う収入あるいは就労に伴う収入以外の

収入がある場合には、その収入額は、当該受給者の収入として
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認定されることになり、当該受給者の保護の基準とされた金額

から控除されることになる。  

⑵  職権による保護の変更  

法２５条２項及び同項が準用する２４条４項は、保護の実施

機関は、常に、被保護者の生活状態を調査し、保護の変更を必

要とすると認めるときは、速やかに、職権をもってその決定を

行い、決定の理由を付した書面をもって、これを被保護者に通

知しなければならないとしている。  

⑶  収入申告義務  

法６１条は、被保護者は、収入、支出その他生計の状況につ

いて変動があったときは、すみやかに福祉事務所長にその旨を

届け出なければならないとしている。  

⑷  収入認定、必要経費  

地方自治法２４５条の９第１項及び３項の規定に基づく法の

処理基準である「生活保護法による保護の実施要領について」

（昭和３６年４月１日付厚生省発社第１２３号厚生事務次官通

知。以下「次官通知」という。）第８・２（収入額の認定の原

則）によれば、収入の認定は、月額によることとし、この場合

において、収入がほぼ確実に推定できるときはその額により、

そうでないときは前３箇月間程度における収入額を標準として

定めた額により、数箇月若しくはそれ以上の長期間にわたって

収入の実情につき観察することを適当とするときは長期間の観

察の結果により、それぞれ適正に認定することとしている。  

また、次官通知第８・３・⑴・ア・ (ア )は、勤労に伴う収入

について、官公署、会社等に常用で勤務し、又は日雇その他に

より勤労収入を得ている者については、基本給、勤務地手当、

家族手当及び超過勤務手当等の収入総額を認定することとし、

同・ (イ )は、その収入を得るための必要経費としては、同・⑷
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に定める基礎控除のほか、社会保険料、所得税、労働組合費、

通勤費等の実費の額を認定することとしている。  

２  本件各処分についての検討  

  これを本件についてみると、令和元年１０月１日、処分庁は、

請求人から、就労先は自宅から自転車で通えるため、交通費はか

からないが、通勤手段及び通勤費の実費額に関わらず一律に交通

費が支給されることを聴取し、その後、通勤に使用する自転車を

買い替えたい旨の申出を受けたため、令和元年１１月給与の収入

認定にあたり、当該自転車の購入費を必要経費として控除したこ

とが認められる。  

そして、処分庁は、令和２年６月１０日にも、請求人が就労先

に通勤する際に自転車又は原動機付自転車を利用している旨を

聴取した上で、請求人から提出された各月の収入申告書 を基に、

次のとおり、本件各処分を行ったことが認められる。  

⑴  本件処分１  

令和２年８月１日付けで、７月給与３３，６８０円について、

基礎控除額１６，８００円を差し引いた１６，８８０円を就労

収入として収入認定し、同年８月の保護費を１０６，４３０円

から１１０，３５０円に変更した。また、同年９月１日付けで、

請求人の給与３８，０００円（推定額）から基礎控除額１７，

２００円を差し引いた２０，８００円を就労収入として収入認

定し、同月の保護費を１０６，４３０円とした。  

 ⑵  本件処分２  

同年９月１日付けで、８月給与３１，３８０円から基礎控除

額１６，８００円を差し引いた１４，５８０円を就労収入とし

て収入認定し、同年９月の保護費を１０６，４３０円から１１

２，６５０円に変更した。また、同年１０月１日付けで、請求

人の給与３８，０００円（推定額）から基礎控除額１７，２０
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０円を差し引いた２０，８００円を就労収入として収入認定し、

同月の保護費を１０５，０８０円とした。  

 ⑶  本件処分３  

令和２年１０月１日付けで、９月給与２０，６７０円から基  

礎控除額１５，６００円を差し引いた５，０７０円を就労収入

として収入認定し、同年１０月の保護費を１０５，０８０円か

ら１２０，８１０円に変更した。また、同年１１月１日付けで、

請求人の給与３８，０００円（推定額）から基礎控除額１７，

２００円を差し引いた２０，８００円を就労収入として収入認

定し、同月の保護費を１０７，７１０円とした。  

 ⑷  本件処分４  

同年１１月１日付けで、１０月給与３４，９０４円から基礎

控除額１６，８００円及び交通費４２０円（９月２４日分バス

代。２１０円×２）を差し引いた１７，６８４円を就労収入と

して収入認定し、同年１１月の保護費を１０７，７１０円から

１１０，８２６円に変更した。  

   収入認定にあたり、必要経費として控除する通勤費等は実費の

額とされているところ（１・⑷）、本件処分１ないし３につい

ては、控除すべき必要経費がなかったことから、処分庁は、請

求人の各月の就労収入の金額から基礎控除額のみを差し引いて

収入認定したものであり、本件処分４については、基礎控除に

加えて、交通費の実費としてバス代を差し引いた額を収入認定

したものであると認められる。そうすると、これらは上記１の

法令等の定めに則って適正に行われたことが認められる。  

   また、収入の認定は月額によることとし、収入がほぼ確実に推

定できるときはその額により認定するとされているところ（１

・⑷）、処分庁は、請求人が就労を継続していることから、同額

程度の収入が継続して見込まれるとして、本件各処分がそれぞ
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れ対象とする２月目の保護費については、各月の給与推定額を

３８，０００円とし、そこから基礎控除額１７，２００円を差

し引いた２０，８００円を収入推定額として認定し、保護費の

変更を行ったことが認められるが、この点にも違法又は不当が

あるとは認められない。  

したがって、本件各処分は、いずれも上記１の法令等の定めに

則って適正に行われたものといえ、違法又は不当な点は認めら

れない。  

３  請求人の主張についての検討  

請求人は、第３のとおり主張しているが、本件各処分が法令等

の定めに則って適正になされたものと認められることは上記２

のとおりであるから、請求人の主張には理由がない。  

また、請求人は、交通費について事前に説明されず、交通費の

ことが分かってから、数ヶ月前にも何回かバスを利用したこと

を伝えたものの認められなかった旨を主張している。しかし、

処分庁は、請求人から、就労先からは通勤手段及び通勤費の実

費の額に関わらず一律に交通費が支給されるが、就労先への通

勤には自転車と原動機付自転車を利用していることを確認して

おり、収入申告時において、請求人は９月２４日分のバス代に

ついて申告したのみで、他の就労日について通勤費が生じてい

る旨の申告をしておらず、当該主張に関する具体的な立証もな

いから、請求人の主張には理由がないというほかはない。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件各処分にはいずれも違法又は不当な点は認められ

ない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や

法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適
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正に行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

外山秀行、渡井理佳子、羽根一成  

 


